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要配慮者利用施設における
避難確保計画作成等について

富山県土木部河川課
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１ 水防法について

１．避難確保計画作成の義務化

２．要配慮者利用施設とは

3

○要配慮者利用施設の「避難確保計画の作成」及び「避難訓練の実施・結果報告」が義務化さ
れました。

・水防法及び土砂災害防止法の改正（R3.7）により、洪水による浸水が想定される区域や土砂災害(特別)警戒区域内で地域防
災計画で定められた要配慮者利用施設について、避難確保計画の作成・訓練の実施に加え、訓練の結果報告が義務化され
ました。

・令和3年3月31日時点での県内の要配慮者利用施設（1534施設）のうち、計画作成済694施設（45.2％）、訓練済362施設（23.6
％）

・国土交通省は、2021年度（令和３年度）迄に作成率を100％とし、逃げ遅れによる人的被害ゼロの実現を目指しています。

１．避難確保計画作成及び避難訓練の実施・結果報告の義務化（R3.改正）
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【水防法第15条の3 3項】
市町村長は、計画が未作成で必要と認められるとき、以下の行為ができる
・施設の所有者又は管理者に対する作成に係る必要な指示
・指示に従わなかったときには、その旨の公表

【水防法第15条の3 2項及び8項】
要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、以下の義務を負う
・避難確保計画の市町村への報告
・自衛水防組織を設置した場合、構成員等の市町村への報告

【水防法第15条の3 1、5及び7項】
要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、以下の義務等を負う
・避難確保計画の作成（義務）
・訓練の実施、結果報告（義務）
・自衛水防組織の設置（努力義務）

【水防法第15条2項】
市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設

→施設所有者又は管理者への洪水予報等の伝達方法を定める

【水防法第15条1項四号ロ】
浸水想定区域内にある要配慮者利用施設で、利用者の洪水時等の円滑かつ迅
速な避難の確保を図る必要があると認められるもの

→市町村地域防災計画への名称、所在地の記載

市町村が水防法
による要配慮者利
用施設を指定

市町村に洪水予
報等の伝達を義
務づけ

施設に避難確保
計画の作成等を
義務づけ

施設に避難確保計
画及び自衛水防組
織の構成員等の報
告を義務づけ

市町村は施設に対し
て計画作成の指示・
未作成施設の公表
が可能

１．避難確保計画作成の義務化
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２．要配慮者利用施設とは

要配慮者利用施設とは、社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の
配慮を要する方々が利用する施設を指します。

要配慮者利用施設の例

社会福祉施設

・老人福祉施設
・有料老人ホーム
・認知症対応型老人共同生活援助事業の用に
供する施設
・身体障害者社会参加支援施設
・障害者支援施設
・地域活動支援センター
・福祉ホーム
・障害福祉サービス事業の用に供する施設
・保護施設

・児童福祉施設
・障害児通所支援事業の用に供する施設
・児童自立生活援助事業の用に供する施設
・放課後児童健全育成事業の用に供する施設
・子育て短期支援事業の用に供する施設
・一時預かり事業の用に供する施設
・児童相談所
・母子・父子福祉施設
・母子健康包括支援センター　　　　　　　　　　　等

学校

・幼稚園
・小学校
・中学校
・義務教育学校
・高等学校

・中等教育学校
・特別支援学校
・高等専門学校
・専修学校（高等課程を置くもの） 　　　　　　　　　等

医療施設 ・病院　・診療所　・助産所　　　　　　　　等

※義務付けの対象となるのは、これらの要配慮者利用施設のうち、市町村地域防災計画にその名称及び所在地が定め
られた施設です。



4

6

２ 避難確保計画の作成と
訓練の必要性について

１．過去の浸水事例

２．施設における避難の取組事例
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特別養護」老人ホーム「千寿園」

令和3年度水防月間ポスターより

１．過去の浸水事例(令和2年7月豪雨） 熊本県球磨村

通常時

令和2年7月豪雨時

川の流れ

球磨川

小川
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１．過去の浸水事例(令和2年7月豪雨）
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１．過去の浸水事例(令和2年7月豪雨）
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１．過去の浸水事例(令和2年7月豪雨）
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２．施設における避難の取り組み事例 （１）
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２．施設における避難の取り組み事例 （２）

13

２．施設における避難の取り組み事例 （３）
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３ 避難確保計画の
作成方法について

15

計画作成に役立つ情報を
ダウンロードできます。

【重要】国交省HP「要配慮者利用施設の浸水対策」

避難確保計画作成の手引き
・解説編（共通）
・様式編（施設分類別、全災害共通）
・記載例（〃）

参考資料
・点検マニュアル
・計画作成事例集
・地方公共団体の取り組み事例集
・施設の避難の取り組み成果事例集

【国土交通省ウェブサイト】
http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouho
u/jieisuibou/index.htm

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouho
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HPからひな型等をダウンロードして避難確保計画を作成する

■避難確保計画作成に役立つ計画作成の手引き、計画様式が昨年度改定されました。

○洪水、内水、高潮、津波、土砂災害の
各災害について統合して作成できる

○作成しやすいよう右側に記載例を記載
○必要事項を埋めるだけの簡易なひな型

様式編

○洪水、内水、高潮、津波、土砂災害の
各災害の手引きを１つに統合

○好事例や参照HPを踏まえ、手順を
追うことで的確に計画を作成できる

解説編
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- 自衛水防組織の編成と任務 別表１ 15

- 自衛水防組織装備品リスト 別表２ 15

- 施設周辺の避難地図 別紙１ －

14 対応別避難誘導一覧表 様式11 13 15 防災体制一覧表 様式12 13

- 自衛水防組織活動要領 別添 14 - 施設周辺の避難地図 別紙１ －

12 緊急連絡網 様式９ 12 13 外部機関等の緊急連絡先一覧表 様式10 11

13 外部機関等の緊急連絡先一覧表 様式10 12 14 対応別避難誘導一覧表 様式11 12

10 防災教育及び訓練の年間計画 様式７ 10 11 利用者緊急連絡先一覧表 様式８ 10

11 利用者緊急連絡先一覧表 様式８ 11 12 緊急連絡網 様式９ 11

8 防災教育及び訓練の実施 様式５ 8 8 防災教育及び訓練の実施 様式５ 8

9 自衛水防組織の業務に関する事項 様式６ 9 10 防災教育及び訓練の年間計画 様式７ 9

6 避難誘導 様式４ 7 6 避難誘導 様式４ 7

7 避難の確保を図るための施設の整備 様式５ 8 7 避難の確保を図るための施設の整備 様式５ 8

4 防災体制 様式２ 2～5 4 防災体制 様式２ 2～5

5 情報収集・伝達 様式３ 6 5 情報収集・伝達 様式３ 6

2 計画の報告 様式１ 1 2 計画の報告 様式１ 1

3 計画の適用範囲 様式１ 1 3 計画の適用範囲 様式１ 1

自衛水防組織を設置する場合 自衛水防組織を設置しない場合
項目 様式等 ページ 項目 様式等 ページ

1 計画の目的 様式１ 1 1 計画の目的 様式１ 1

市
町
村
長
へ
の
提
出
は
不
要

市
町
村
長
へ
の
提
出
は
不
要

避難確保計画に記載する項目一覧
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各様式の目的と作成・検討時のポイント 【総括】

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント チェック

様式１ 計画の目的等を整理する 様式編の記載を基本とする。 □

別紙１ 避難先・避難経路を整理する 安全な場所を避難先・経路とする設定を基本とする。
必要な場合には垂直避難も検討する。

□

様式２ 「いつ」「何の行動を」「だれが」行うかの対
応を整理する

施設毎の避難必要時間を踏まえて、時間軸に対応するきっかけ（トリ
ガー情報）を設定する。

□

様式３ 情報収集先・伝達先を整理する 講習会資料を参考に、必要な情報収集先を追加する。 □

様式４ 避難先を整理する 別紙１で検討した避難先を整理する。
避難場所は状況に応じて選択できるよう複数検討しておく。

□

様式５ 備蓄品を整理する 避難誘導時に加え、避難先での滞在（避難生活）に必要な備蓄品を
整理する。

□

様式６ 自衛水防組織を位置付ける 様式編の記載を参考にする。 □

様式７ 防災教育・訓練の計画を整理する 避難訓練は出水期前に実施する。 □

様式８ 利用者の緊急連絡先を整理する 連絡先の情報は定期的に確認・更新する。 □

様式９ 職員・保護者の連絡体制を整理する 連絡が途切れないような運用ルールを工夫・共有する。
定期的に更新（確認）する。

□

様式10 外部機関の連絡先を整理する 緊急時に連携が必要な連絡先を明確にする。 □

様式11 利用者の特性を踏まえ、避難先までの移動
手段と対応スタッフを整理する

避難・移動のための職員体制を検討する。
避難移動に必要な時間を検討・整理する。

□

様式12 災害時の役割分担を整理する 職員の参集がうまくいかない場合も想定する。 □

別添 自衛水防組織の概要を整理する 様式編の記載を参考にする。 □

別表１ 防災体制を整理する ≒様式12（防災体制一覧表） □

別表２ 備蓄品を整理する ≒様式5（避難確保資器材一覧） □

19

【様式１】 計画の目的・報告・適用範囲
様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式１ 計画の目的等を整理する 様式編の記載を基本とする。

大型台風の襲来や気象警報の発令
等により、大きな被害があらかじめ
想定される場合は、事前休業を判断
することも有効
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様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

別紙１ 避難先・避難経路を整理する
安全な場所を避難先・経路とする設定を基本とする。

必要な場合には垂直避難も検討する。

【別紙１】避難経路図

避難場所の選定

■災害毎に避難経路を検討する

■避難経路・避難場所は複数選定する

◆避難場所の候補

（水平避難）

区域外の関連施設

市町村指定の指定緊急避難場所

（垂直避難）

避難に要する時間や想定浸水深等を

考慮し安全と判断できる上階

21

 

0.5m 以下の浸水では… 

1 階床下が浸水 

歩行困難 

0.5m～3.0m の浸水では… 

１階軒下まで浸水 

ドアが開かない 

【参考】施設周辺の水害リスクを把握する

■施設が平屋建ての場合、3.0mの浸水で施設は天井付近まで浸かることになります。

■浸水深が0.5mの場合でも、ほとんど歩けなくなるものと考える必要があります。

平成30年7月豪雨時の倉敷市真備町の状況

写真）岡山県資料
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【様式２】防災体制

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式２
「いつ」「何の行動を」「だれが」行う
かの対応を整理する

施設毎の避難必要時間を踏まえて、時間軸に対応するきっか
け（トリガー情報）を設定する。

【レベル２】
心のスイッチを
入れる段階

【レベル３】
避難開始に向けた
準備を進める段階

避難行動の段階

【レベル４】
避難完了の段階

23

【参考】気象情報の見方



13

24

大雨の
数日
〜

約1日前

気象状況

大雨の
数時間〜
２時間
程度前

大雨の
半日〜
数時間前

気象情報

⾬が降り始める

広い範囲で
数⼗年に⼀度の

大雨

数日後までに
警報級の現象発生の
可能性が予想され、大
⾬の可能性が高くなる

⾬が強さを増す

大⾬となる

大⾬が一層
激しくなる

チェックポイント
数日先までの天気の傾向を確認

天気が悪くなりそうな時は、気象情報や警報級の現象の⾒込みに留意

天気が悪くなってきたら、⾬の降り⽅や⾵の強さ、雷等をチェック

危険度の高まりを確認

１時間前から１時間後までの⾬の降り⽅をチェック

【重要】現象があまり激しくならない段階で必要な⾏動を起こす
・・・を意識し、防災気象情報をチェック

【キーワード】「大気の状態が不安定」「荒れた天気」「大⾬」等

【重要】早めの体制確保・・・を意識し、防災気象情報をチェック

【重要】念のため、連絡体制や要員の確保、資機材等の確認
・・・を意識し、防災気象情報をチェック

週間天気予報

台⾵情報 天気予報

気象情報 警報級の可能性

アメダス

気象レーダー
注意報

警報
危険度分布

高解像度降⽔ナウキャスト

【重要】⾃治体の発令する避難に関する情報、河川管理者からの情報
等に⼗分留意

【重要】地元気象台の発表する最新の気象情報に留意

指定河川洪⽔予報

土砂災害警戒情報

既に実施済みの措置の内容を再度確認

【重要】「特別警報」は警報の基準をはるかに超える状況で発表され
る。既に災害が発生している場合もあり得るため、必要な措
置は「特別警報」が発表される前にすべて完了していることが
基本。

【重要】どこで、どのような危険が切迫しているのか危険度分布をこま
めに確認

特別警報

【参考】気象情報の見方

記録的短時間大⾬情報

25

【参考】気象庁HPから防災情報を表示

〇をクリックすると「あな
たの街の防災情報」が

表示される

富山地方気台象

気象庁
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【参考】あなたの街の防災情報

〇から表示するコンテンツを選ぶことができる

27

【参考】カスタマイズの方法

表示・非表示にするコンテンツを選択できたり、表示の順番を変更することができる
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 国・富山県により観測されている、○○市内の雨量情報および河川の水位情報は、国土交通省「川の防
災情報」のサイトから入手する。

 雨の降り方や河川水位の時間的な状況変化を１時間ごとに確認する。

【参考】河川の水位情報の見方

川の防災情報

地点登録が可能です4種類の検索方法があります

29

【参考】河川の水位情報の見方
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河川敷

堤防

■氾濫の発生

水防団待機水位 （ ）m

氾濫注意水位 （ ）m

避難判断水位 （ ）m

氾濫危険水位 （ ）m

通常の水位

‣河川が氾濫するおそれのある水位

‣[避難準備･高齢者等避難開始]発令の目安となる水位

‣水防団が出動する目安となる水位

‣水防団が待機する目安となる水位

（ ）川氾濫発生情報

河川名 熊野川 山田川 坪野川

水位観測所 熊野橋 長沢橋 坪野橋

氾濫危険水位 3.9m 3.0m 2.0m

避難判断水位 3.3m 2.2m 1.8m

氾濫注意水位 2.6m 1.8m 1.8m

水防団待機水位 2.0m 1.1m 1.5m

【参考】河川の水位情報の見方

熊野川

（熊野橋）
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【様式３】 情報収集・情報伝達
様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式３
情報収集先（伝達先）を
整理する 講習会資料を参考に、必要な情報収集先を追加する。

情報内容 取得機関 URL・連絡先

台風等の
各種気象情報

気象庁HP https://www.jma.go.jp/jp/kish
ojoho/

富山地方気象台
https://www.jma-
net.go.jp/toyama/

河川の情報
国土交通省HP
「川の防災情報」

https://www.river.go.jp/kawab
ou/ipTopGaikyo.do

富山県内の
防災情報

富山防災WEB http://www.bousai.pref.toyam
a.jp/

防災ネット富山
http://www.hrr.mlit.go.jp/toya
ma/bousainet/kasen/

避難勧告等の
情報

○○市HP 所在地の市町村のHPへ

○○市緊急情報
メール

※事前登録が必要な場合もあ
り

停電の情報 北陸電力
http://www.rikuden.co.jp/teid
en/otj010.html

電話に関する
情報

NTT 113

地デジ・データ放
送の防災情報

NHK 等
地デジ対応テレビのリモコンで
「ｄボタン」を押す

主な情報収集先 情報伝達

情報伝達要員
（様式12防災体制一覧）

自ら情報を収集する
ことを心掛ける

施設職員等
（様式９緊急連絡網）
気象情報等の共有・参集連絡等

利用者家族等
（様式８利用者緊急連絡先一覧）
・事前休業の連絡
・避難後の引き渡しの連絡 等

https://www.jma.go.jp/jp/kish
https://www.jma-
https://www.river.go.jp/kawab
http://www.bousai.pref.toyam
http://www.hrr.mlit.go.jp/toya
http://www.rikuden.co.jp/teid
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施設の状況に応じ ①水平避難（指定避難場所や関連施設）

②垂直避難を検討する

【様式４】 避難場所

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式４ 避難先を整理する
別紙１で検討した避難先を整理する。
避難場所は状況に応じて選択できるよう複数検討しておく

施設において対策が必要な災害別に
避難場所等を検討

33

【様式５】 避難の確保を図るための施設の整備

①情報収集・伝達時、避難誘導時
に必要なもの（案内旗、拡声器など）

を整理する。

②避難所等での避難生活時に必要
なもの（水、食料、薬など）を整理す
る。

③水害時に活用できる状態かを確
認する。

＜留意事項：垂直避難の対応について＞
• 垂直避難の場合、長期化や孤立等により、水や食料、医療品の確保や体調を崩した場合の処置等に困難を

伴うことも想定されます。
• 必要な物資の備蓄や、市町村防災部局・消防機関等との連絡体制の確保、カルテのバックアップ、最低限必

要となる照明や医療機器のための自家発電設備等の準備など、避難生活の長期化に留意して下さい。

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式５ 備蓄品を整理する
避難誘導時に加え、避難先での滞在（避難生活）に必要な備蓄品を整理
する。

検討時のポイント！
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【様式６等】 自衛水防組織の業務に関する事項（努力義務）

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式６ 自衛水防組織を位置付ける 様式編の記載を参考にする。

別添 自衛水防組織の概要を整理する 様式編の記載を参考にする。

別表１ 防災体制を整理する ≒様式12（防災体制一覧表）

別表２ 備蓄品を整理する ≒様式5（避難確保資器材一覧）

＜留意事項：自衛水防組織の設置について＞

• 施設利用者の安全確保のための体制であり、避難確保計画の検討
内容に基づく防災体制に他なりません。

• 自衛水防組織の設置は努力義務ですが、設置することが望ましいと
考えられます。設置した場合、市町村への報告が必要です。

• 既に自衛消防組織を設置している場合は、それらの情報も活用して
ください。

35

【様式７】 防災教育及び訓練

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式７ 防災教育・訓練の計画を整理する 避難訓練は出水期前に実施する。

検討時のポイント！

①避難訓練等は出水期前に行うことが望ましい。

②施設の特性等を勘案して必要な訓練を検討

・情報伝達訓練

・保護者等への引き渡し訓練

・職員の非常参集訓練

・避難訓練 等
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【様式８、９、10】 各種緊急連絡先一覧表

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式８ 利用者の緊急連絡先を整理する 連絡先の情報は定期的に確認・更新する。

様式９ 職員・保護者の連絡体制を整理する
連絡が途切れないような運用ルールを工夫・共有

する。定期的に更新（確認）する。

様式10 外部機関の連絡先を整理する 緊急時に連携が必要な連絡先を明確にする。

例：様式８

検討時のポイント！

• 連絡先等の情報は、定期的に確認・更新することが必要です。

• 既存の名簿等がある場合は、そちらを活用することも可能です。

37

【様式11】 避難誘導方法

作成のポイント！

■要配慮者の特性を踏まえた移
動手段を整理する。

■誰が対応するかを決定する。

■移動に必要な時間を考える。

施設利用者 避難誘導要員

対
応
内
容

避難場所へ移動
□単独歩行が可能な方
□介助が必要な方
□車いすを使用する方
□ｽﾄﾚｯﾁｬｰや担架が必要な方
□そのほか（ ）

（ ）名
（ ）名
（ ）名
（ ）名
（ ）名

担 当 者
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

そのほかの対応
□ご自宅に帰宅する方
□病院に搬送する方
□そのほか（ ）

（ ）名
（ ）名
（ ）名

（ ）
（ ）
（ ）

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式11 利用者の特性を踏まえ、避難先までの移動手
段と対応スタッフを整理する

避難・移動のための職員体制を検討する。
避難移動に必要な時間を検討・整理する。

＜留意事項：移動手段等について＞
• 移送時に搬送車の手配が必要な場合、夜間

や大雨等の状況も念頭に、必要台数が手配で
きるか事前確認が必要です。

• 十分な人員がいるかにも留意が必要です。

• 避難誘導にあたっては、独歩、護送（車いす）、
担送（寝たきり）など、利用者の移動能力に応
じて、搬送具や患者用ライフジャケット等の資
器材の活用を含めた検討が必要です。

• 浸水によりエレベーターが停止すると自力移
動困難者の移動に時間がより必要となること
を念頭に、早めの避難準備開始が有効です。
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①各要員の役割に適した担当者を決める。

②各要員の対応内容を決める。

【様式12】 防災体制一覧表

様式 様式の目的 作成・検討時のポイント

様式12 災害時の役割分担を整理する 職員の参集が予定通り進まない場合も想定する。

作成の手順

39

【参考】：避難確保計画における事例紹介

項目 計画の実行性を高めるための各施設の取り組み事例
避難所の設定  市営住宅（アパート）を避難所として利用させてもらう契約を結んでいる（但し、屋上を使用し、部屋は使用しない）。

 自施設では、夜間は上層階避難と決めている。また、避難するのであれば、基本は日中の明るいうちに早めに行動するようにしている。

その結果、空振りに終わっても仕方がないと考えている。

 浸水リスクのある場所を通って避難する必要があるので、自施設の３階・４階へ避難することとしている。

 県外から移住して来た方など土地勘のない入居者には、まず地域の説明を行い、自力で避難できるようにしている。

避難路の設定  ３つの避難ルートを設定している。また、普段から散歩で避難場所に行くようにしている。

 交通手段（車・徒歩）については、職員が実地検証して決定する。避難所まで行って実際に時間を計測している。

 避難所まで利用者と一緒に実際に歩いてみたが、意外と遠くて途中で断念するほどだったので、避難先を近い場所に変更した。

避難のタイミング  Web上で水位観測所の水位やウェザーニュースを定期的に確認しながら、避難のタイミングを計っている。

 自施設の判断に加え、職員の参集等を判断することも必要なため、他の川の水位情報も見るようにしている。

 〇市や〇〇県からの避難情報がない中でも、施設周辺の状況を判断して独自で避難することを計画に入れている。

 自分の施設だけでなくて、職員の自宅が含まれる区域も含めて河川水位情報の動向や、通勤経路の状況等を調べている。

 最近では、携帯に来る災害情報をチェックするようにしている。

 どの情報レベルで避難行動を開始するかについて、職員間の知識（トリガー情報）を統一した。

連絡網の作成  グループLINEを作ってほしいという要望もある。一方、スマホではない方もいるため、メーリングリストの作成も必要である。

 利用者更新時に連絡先の更新を行い、役職に関係なく、住所や移動手段から集まれそうな近隣の者から優先順位をつけている。

 夜の連絡先も携帯電話か固定電話のどちらにかければよいか決めている。また、災害優先電話を契約して対応している。

 保育園では、一斉配信メールで保護者に連絡するなどの体制を整えている。「マチコミメール」はとても有効な手段である。

職員の確保  職員が役割分担を混乱しないように、消防計画など他の計画と統一している。また、緊急時の職員の役割分担を決めている。

 施設の食堂を地域に開放するなど、職員が集まれない時にも地域に協力して頂ける体制をつくる取組みを実施している。

 大雨で夜間避難が想定される場合、比較的自宅が近い入居者は家族に連絡して１晩だけ預かってもらい、迎えに来てもらうようにお願

いする。また、台風時には施設に数人待機するようにしている。

 家族に「岩手の水害の場面に遭遇した場合、実際には避難できない」と打診し、自宅へ連れて帰ってもらうよう交渉した。半数の家族か

ら了承をいただき、その旨を計画書に記載した。計画書には確実に実施できることしか書かない。
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【参考】：避難確保計画における事例紹介
項目 計画の実行性を高めるための各施設の取り組み事例

避難誘導体制の
確保

 地域ぐるみで話し合い、避難所を再分配した方がよいのではないか。「〇階以上の建物には〇人収容できるから、△△の方は□□施設に

避難する」など、地域で話し合えるとよい。

 防災カードとして、利用者の必要な薬や緊急連絡先を記載し、管理者が管理するとともに、利用者の枕元にも置いている。

 幼稚園は、危険が予想される時には休園もしくは途中で返す（保護者に迎えに来てもらう）ようにしている。小学校と同じ対応。

備蓄等  備蓄の食料品の賞味期限を栄養士が管理し、新しいものと入れ替えも兼ねて、避難訓練で食べるようにしている。

 賞味期限のチェックと合わせて、子どもたちに紙芝居を用いて防災の話を聞かせるととともに、賞味期限が近づいた非常食をみんなで食

べるようにしている。そうすることで、実際に災害が起きた時に問題がないかを確認することができる。

 災害後に施設に入れなくなることから、施設外に災害倉庫をつくっている。避難先にも備蓄品を確保している。

 避難先では乳児やアレルギーを持つ子ども用の備蓄品が不足していると想定されたため、事前に備蓄品の確保を行っている。

 避難時に混乱しないように、事前に名前や必要な薬等を書いた入居者分のライフジャケットを準備している。

避難訓練  地域の人と一緒に訓練することで地域とのつながりができる。また、高齢者の避難に関するノウハウを提供することもできる。

 近隣で避難訓練を実施しているため、その訓練に参加して合同で実施している。また、避難時間を計測している。

 昼間に施設内の電気を消して夜間の状態をつくり、訓練を実施した。

 回覧板で避難訓練の呼びかけを見つけて、それを機に他施設と連携して避難訓練を実施している。

 地域の防災訓練に参加し、この地域には我々のような施設があることを認知してもらうようにしている。

 職員が２名しかいない夜間を想定した訓練を昼間に実施しているが、昼間の２倍以上の時間がかかる。

 担架を使った避難訓練を年２回実施し、どれくらい時間がかかるか計測している。

防災教育  全員を集めての防災教育は難しいことから、小グループ・少人数制で行っている。少人数であることから、比較的言いたいことが言える、

聞ける状況が生まれている。

地域との連携方法  普段から地域との繋がりが大切である。自分たちだけで防災訓練を実施するのではなく、地域で実施する防災訓練に参加して、周辺地域

の人たちと交流し、自分の施設のことをＰＲしておくことが大切である。

 夏祭り等を企画したり、施設の広間を周辺住民に開放し、住民主体のカフェを開催している。普段から施設に来てもらい、顔見知りになっ

ておくことで、いざという時に地域住民の協力が得られるように努めている。

 地域の連携推進会議を年２回開催している。地域の人との交流を含めて、利用者の家族にも参加してもらう。

41

■まとめ 計画作成後の継続的な防災行動の重要性

災害は、想定どおりには発生しない

出来る限りいろいろなイメージを持ち、臨
機応変に自分で対応する能力が必要

地域特性をきちんと考慮した教育・対策を
繰り返し、継続して実施すること
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情報提供

【参考】

43

計画作成に役立つ情報を
ダウンロードできます。

避難確保計画作成の手引き
・解説編（共通）
・様式編（施設分類別、全災害共通）
・記載例（〃）

参考資料
・点検マニュアル
・計画作成事例集
・地方公共団体の取り組み事例集
・施設の避難の取り組み成果事例集

【国土交通省ウェブサイト】
http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouho
u/jieisuibou/index.htm

情報提供（要配慮者利用施設の浸水対策）

http://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouho
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■国土交通省の「ハザードマップポータルサイト」では、洪水時に想定される浸
水深や土砂災害リスクの分布状況をまとめて確認することができます。

ハザードマップポータルサイト

施設周辺の水害リスクや指定避難場所を
地図上に重ねて表示できます。
河川については、現時点では国管理河川
の浸水想定しか反映されていません。

市町村で公開している各種ハザード
マップのリンクを検索できます。
最新のハザードマップが反映されて
いますので、ご確認ください。

情報提供（ハザードマップポータルサイト）

45

情報提供（洪水浸水想定区域図）

洪水浸水想定区域図は、以下のホームページで公表しています。

【国土交通省管理河川】 http://www.hrr.mlit.go.jp/river/hanran/p1.html
【富山県管理河川】 http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1503/kj00009527.html

【国土交通省管理河川】 【富山県管理河川】

http://www.hrr.mlit.go.jp/river/hanran/p1.html
http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1503/kj00009527.html
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情報提供（川の防災情報）

選択した観測所の現在の河川水位を表示

洪水予報等レーダ⾬量

<川の防災情報URL>
【PC】 http://www.river.go.jp/ 
【ｽﾏﾎ】 http://www.river.go.jp/s/
【携帯】http://i.river.go.jp/

⾬量強度と⾬域の移動の
把握が可能

【洪水予報文】
○川の○○水位観測所（○○市

）では、○日○時00分頃に、はん
濫危険水位（レベル４）に到達し
ました。川沿いの○○市のうち、
堤防の無い、または堤防の低い箇
所などでははん濫するおそれがあ
りますので、各自安全確保を図る
とともに、市町村からの避難情報
に注意して下さい。

スマホ版
QRコード

河川（国管理）における
洪水予報等の発表状況を
表示

（都道府県管理河川については、
｢リンク｣メニューから各都道
府県の河川情報が閲覧可能）

水位情報

「川の防災情報」（パソコン、スマホ、携帯）で、洪水予報等の情報を入手することができます。

47

情報提供（富山防災WEB）

http://www.river.go.jp/
http://www.river.go.jp/s/
http://i.river.go.jp/


25

48

情報提供（防災ネット富山）

・国土交通省と富山県がそれぞれ持っている雨量や水位情報を同一画面に合成し、県内の状
況が一目で把握できます。
・国土交通省と富山県がそれぞれ持っている雨量や水位情報を同一画面に合成し、県内の状
況が一目で把握できます。

49

警戒レベルを用いた避難情報等


